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Ⅰ．平成２４年度予算概算要求総括表

１．国土政策局関係予算概算要求総括表
（単位：百万円）

24年度 前年度 比　較 対前年度

事　　　　　　項 要求・要望額 予算額 増△減 倍　　率

(A) (B) (A-B) (A/B)

Ⅰ．行政経費

　○ 災害に強い国土構造への再構築 721 0 224 377 344 1.91

　○ 国土政策の新たな担い手の育成・支援 202 0 0 231 △ 29 0.88

　　・「新しい公共」の担い手による新たな 140 0 0 123 17 1.14
　　　　地域づくり

　○ 離島など条件不利地域の振興支援 3,697 1,000 680 2,195 1,502 1.68

　○ 長期を見据えた国土のあり方の展望等 310 0 0 368 △ 58 0.84

　○ 新たな地理空間情報活用推進基本計画 671 0 0 871 △ 200 0.77

　　 に基づく施策の展開

　　・地理空間情報の活用の推進 248 0 0 271 △ 24 0.91

　○ その他 577 0 0 512 65 1.13

行　政　経　費　　　計 6,178 1,000 904 4,554 1,624 1.36

Ⅱ．公共事業関係費

　○ 災害対策等緊急事業推進費 24,326 0 0 27,028 △ 2,702 0.90

  ○ 官民連携による基盤整備推進支援 400 0 0 445 △ 45 0.90

  ○ 再生可能エネルギー・減災社会実現に 4,000 4,000 0 0 4,000 皆増
　　 向けた社会資本整備事業の推進

　○ 離島振興及び奄美振興〈一括計上分〉 64,949 6,398 4,623 58,950 5,999 1.10

  　 ・離島振興事業 47,293 4,711 4,461 41,840 5,453 1.13

  　 ・奄美振興事業 17,656 1,687 162 17,110 546 1.03

公共事業関係費　　　計 93,675 10,398 4,623 86,423 7,252 1.08

合　　　　　　計 99,853 11,398 5,527 90,977 8,876 1.10

（注）端数処理の関係で、合計、比較増△減額は必ずしも一致しない。

うち
日本再生
重点化措置

うち
復旧・復興枠
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２．特定地域振興関係予算概算要求総括表
（単位：百万円）

事 業 費 国　　費 事 業 費 国　　費 事 業 費 国　  費

78,903 48,524 67,775 42,088 1.16 1.15
1,409 790 1,407 778 1.00 1.02

0 0 1,200 800 0.00 0.00
5,039 3,872 5,152 3,918 0.98 0.99
7,218 3,167 8,361 3,518 0.86 0.90
3,624 2,683 3,341 2,568 1.08 1.04

29,273 19,333 22,405 15,078 1.31 1.28
26,812 16,175 23,285 13,968 1.15 1.16
2,360 1,273 2,178 1,212 1.08 1.05

75,734 47,293 67,329 41,840 1.12 1.13

356 178 396 198 0.90 0.90
2,760 1,000 0 0 皆増 皆増

53 53 50 50 1.05 1.05
3,169 1,231 446 248 7.11 4.96

25,428 18,407 24,093 17,628 1.06 1.04
1,700 1,180 537 365 3.17 3.23
1,350 1,214 2,015 1,783 0.67 0.68
1,375 659 1,473 732 0.93 0.90
8,386 6,901 8,009 6,590 1.05 1.05
1,135 646 1,155 667 0.98 0.97
9,448 6,697 9,345 6,631 1.01 1.01

539 359 510 342 1.05 1.05
23,932 17,656 23,045 17,110 1.04 1.03

204 121 179 110 1.14 1.10
1,146 556 660 304 1.74 1.83

147 73 208 104 0.70 0.70
1,496 751 1,048 518 1.43 1.45

2,872 1,669 2,209 1,379 1.30 1.21
2,644 1,542 1,964 1,240 1.35 1.24

228 127 246 139 0.93 0.91

47 47 50 50 0.94 0.94

28 28 24 24 1.16 1.16

99,666 64,949 90,374 58,950 1.10 1.10

7,613 3,726 3,777 2,219 2.02 1.68

（注）１．離島振興及び奄美振興については、一般公共事業の国土交通省一括計上分及び行政経費を計上している。
      ２．本表は、「日本再生重点化措置」、「復旧・復興枠」要望額を含めて計上している。（単位：百万円）
　　　　　・離島振興（公共事業）…「日本再生重点化措置（事業費 8,343、国費 4,711）」、「復旧・復興枠（事業費 6,426、国費 4,461）」
　　　　　・奄美振興（公共事業）…「日本再生重点化措置（事業費 2,370、国費 1,687）」、「復旧・復興枠（事業費 222、国費 162）」
　　　　　・離島の流通効率化・コスト改善事業費交付金…「日本再生重点化措置（事業費 2,760、国費 1,000）」
　　　　　・小笠原諸島振興開発事業費補助…「復旧・復興枠（事業費 1,017、国費 680）」
      ３．端数処理の関係で、合計額等は必ずしも一致しない。
      ４．本表のほか、特定地域振興に関連する事業として、集落活性化推進事業費補助金（事業費 763百万円〔前年度 680百万円〕、
　　　　　国費 381百万円〔前年度 340百万円〕）がある。

＜ 半 島 振 興 ＞

行 政 経 費 合 計

行政経費　　計

＜ 小 笠 原 振 興 ＞

小 笠 原 諸 島 振 興 開 発 事 業 費 補 助

小 笠 原 諸 島 振 興 開 発 費 補 助 金 等

＜ 豪 雪 対 策 ＞

奄 美 群 島 振 興 開 発 調 査 等

奄 美 群 島 産 業 振 興 等 事 業 費

奄 美 農 業 創 出 支 援 事 業 費

公 共 事 業 合 計

森 林 水 産 基 盤 整 備

公共事業　　計

社 会 資 本 整 備 総 合 交 付 金

農 山 漁 村 地 域 整 備 交 付 金

下 水 道 水 道 廃 棄 物 処 理 等

農 業 農 村 整 備

治 山 治 水

港 湾 空 港 鉄 道 等

公共事業　　計

離 島 体 験 滞 在 交 流 促 進 事 業

＜ 奄 美 振 興 ＞

離 島 振 興 対 策 調 査 費 等

行政経費　　計

離 島 の 流 通 効 率 化 ・ コ ス ト 改 善 事 業 費 交 付 金

農 業 農 村 整 備

森 林 水 産 基 盤 整 備

社 会 資 本 整 備 総 合 交 付 金

農 山 漁 村 地 域 整 備 交 付 金

道 路

港 湾 空 港 鉄 道 等

倍　率（Ａ／Ｂ）

＜ 離 島 振 興 ＞

治 山 治 水

下 水 道 水 道 廃 棄 物 処 理 等

区　　　　　　　分
24年度要求・要望額（Ａ） 前年度（Ｂ）
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３．財政投融資計画等要求表

独立行政法人奄美群島振興開発基金
（単位：百万円）

財政融資資金 産 業 投 資 政 府 保 証 債 小 計 （ Ｃ ） 政 府 出 資 等
そ の 他 の
自 己 資 金 等

小 計 （ Ｄ ）

 24年度要求（Ａ） 0 200 0 200 0 2,400 2,400 2,600

 前　年　度（Ｂ） 0 200 0 200 0 2,400 2,400 2,600

 倍　　　率（A/B） 1.00 1.00 1.00

財　　  政 　　 投 　　 融  　　資 自　 　己　 　資　 　金　 　等
合　　計

（Ｃ＋Ｄ）
備考
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Ⅱ．予算概算要求概要

１．災害に強い国土構造への再構築
要求額 721百万円 (対前年度比 1.91倍）

（うち復旧・復興枠要望額 224百万円）

東日本大震災における被災地の復旧・復興のみならず、今後発生す
ると想定されている首都直下地震、東海・東南海・南海地震等も念頭
におきつつ、防災・減災の両面からハード・ソフトを組み合わせ、災
害への対応力を高めた国土基盤の整備を行うことにより、災害に強い
しなやかな国土構造への再構築を図る。

２．国土政策の新たな担い手の育成・支援
（１）「新しい公共」の担い手による新たな地域づくり

要求額 140百万円 (対前年度比 1.14倍）

人々の支え合いと活気のある社会をつくることに向けた様々な当事
者の自発的な「協働の場」である「新しい公共」を実現するため、そ
の担い手が自立的・持続的にコミュニティ活動を行うことができる活
動環境の整備を行う。

（２）官民連携主体による地域振興の推進
要求額 62百万円 （対前年度比 0.58倍）
要求額 400百万円 (対前年度比 0.90倍）公共事業関係費

官と民が自発的に連携した「官民連携主体」が、その時々の課題を
取り込みながら、地域戦略策定（シンク）からその実施（ドゥ）まで
一貫して担うことができる環境整備を推進する。

また、官民が連携して策定する地域戦略に資する事業について、基
盤整備の構想段階から事業実施段階への円滑かつ速やかな移行を支援
する。

３．離島など条件不利地域の振興支援
要求額 3,697百万円 (対前年度比 1.68倍）

（うち日本再生重点化措置要望額 1,000百万円）
（うち復旧・復興枠要望額 680百万円）

要求額 64,949百万円 (対前年度比 1.10倍）公共事業関係費
（うち日本再生重点化措置要望額 6,398百万円）
（うち復旧・復興枠要望額 4,623百万円）

条件不利地域の諸課題・特殊事情等に鑑み、各地域振興立法に基づ
き、交通基盤の整備、産業の振興及び地域の資源や創意工夫を活かし
た自立的発展の促進等により、半島地域、離島、奄美群島、小笠原諸
島の振興を積極的に推進する。
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４．長期を見据えた国土のあり方の展望等
要求額 310百万円 (対前年度比 0.84倍）

人口減少の進行、急速な高齢化、国と地方の長期債務という将来の
日本に対する大きな不安を踏まえ、世界の中の我が国の位置づけ、国
境を超えた広域的な交流・連携の動向、本格的な縮退期における国土
基盤の維持管理・更新など様々な観点から、分野横断的に、全国及び
広域ブロックの推移について、2050年までを展望し、将来の国土の姿
と課題、基本的な施策の方向を提示する。

５．新たな地理空間情報活用推進基本計画に基づく施策の展開
要求額 671百万円 (対前年度比 0.77倍）

新たな地理空間情報活用推進基本計画（平成２３年度末策定予定）
に基づき、地理空間情報活用の促進と高度化を図るため、整備・更新・
提供・流通を促す仕組みやルールの整備、人材育成等に取り組む。

６．推進費
（１）災害対策等緊急事業推進費

要求額 24,326百万円 (対前年度比 0.90倍）公共事業関係費

自然災害により被災した地域又は重大な交通事故が発生した箇所等
において、再度災害の防止対策又は事故の再発防止対策を実施し、住
民及び利用者の安全・安心の確保を図る。

（２）再生可能エネルギー・減災社会実現に向けた社会資本整備事業の推進
要求額 4,000百万円 (皆増）公共事業関係費

（うち日本再生重点化措置要望額 4,000百万円）

災害時に孤立するおそれのある地域等において、再生可能エネルギ
ー発電施設等の公共施設整備による減災社会の実現に向けた調査・事
業を推進する。

７．その他
要求額 577百万円 (対前年度比 1.13倍）

（１）首都機能の移転等に関する調査
（２）むつ小川原開発の推進に関する調査
（３）国土計画に関する国際協力の推進 等
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Ⅲ．個別事項

１．災害に強い国土構造への再構築

（１）広域的な国土政策の検討

① 災害に強い国土構造への再構築に関する検討
国土審議会政策部会防災国土づくり委員会における「災害に強

い国土づくりへの提言」では、巨大災害を想定した場合、個々の
施設等の対策を超えた、より広域的、総合的な観点からの国土政
策上の対応が必要とされた。その提言を受けて、災害に強い国土
構造への再構築に関する検討を行う。

② 災害に強い国土構造への再構築に資する情報整備
客観的なデータにもとづき災害に強い国土構造の検討・分析を

行い、被災地のみならず全国的な国民の安全・安心を確保するた
め、被災発生時の生活に関連する重要な施設や災害リスクの高い
区域及びその詳細情報についてＧＩＳデータとして整備を行う。

○ 東京圏の機能分散・バックアップに関する検討調査
【復旧・復興枠】 １４百万円（皆増）

○ 広域交通基盤の代替性・多重性の確保に関する検討調査
【復旧・復興枠】 １６百万円（皆増）

○ 長期的な災害リスクの増大に対応した国土利用方策に関する検討調査
【復旧・復興枠】 １２百万円（前年度 １２百万円）

○ 災害に強い国土構造への再構築に資する情報整備
【復旧・復興枠】 １１９百万円（皆増）
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災 害 に 強 い 国 土 構 造 へ の 再 構 築 に 関 す る 検 討

災 害 に 強 い 国 土 構 造 へ の 再 構 築 に 資 す る 情 報 整 備

災害に強い国土構造への再構築 

X  X 

様々な災害 

東日本大震災の教訓を踏まえ、今後起こると予測されている首都圏直下地震、東海、東南海、南海地震等の大規模
な地震災害に対しても安全で安心した生活が確保される国土構造への再構築を図る。 

土砂災害  水  害 

浸水想定区域と人口や産業の指
標を重ね合わせ被害想定等を分
析し、被害状況推定、復興計画
の作成等に活用 

避難所データを整備し、土砂災
害危険箇所等のデータと重ね合
わせることで、避難場所の安全
性を評価 

・災害に強い広域基盤の効率的で
効果的な整備等による代替性・多
重性の確保 

国土審議会政策部会防災国づくり委員会で示された災害に強いしなやかな国土形成に向けた考え方について、客観
的なデータに基づき適切に現状把握して分析を行う必要があるため、災害発生時の生活に関連する重要な施設や災
害リスクの高い区域及びその詳細情報についてＧＩＳデータとして整備する。 

整備するデータの例 

・国土全体での機能分担・配置等
のあり方 

・災害リスクを考慮した安全で安
心できる国土利用 

上、下水道施設の位置情報を整
備し、施設被災時の水道供給範
囲等の推定等に活用ライフライン
の冗長化等の計画等にも活用 

浸水時の被害評価のための 
浸水想定域データの整備 

ライフラインの安全性評価のための 
上、下水道施設データの整備 

避難場所の安全性評価のための 
避難場所データの整備 

  「災害に強い国土づくりへの提言」では、巨大災害を想定した場合、個々の施設等の対策を超え
た、より広域的、総合的な観点からの国土政策上の対応が必要とされたところであり、本調査は、
災害に強い国土構造への再構築に関する検討を行う。 

東京圏の機能分散・バックアップに
関する検討 

国土全体での機能分担・配置等の検討 
 

(東京圏の機能分散、バックアップの検討) 

広域交通基盤の効率的・効果的な整
備等による代替性・多重性の確保 

広域交通基盤の代替性・多重性に
関する検討 

長期的な災害リスクの増大に対応
した国土利用方策に関する検討 

災害リスクを考慮した安全で安心で
きる国土利用 
(災害リスクの低い国土利用への誘導) 

災 害 に 強 い し な や か な 国 土 の 形 成 

 東京圏と同時被災しない地域と
の分担関係の構築にむけての検
討。巨視的な視点で、諸機能の
分散やバックアップのための拠
点の配置等の検討。 

災 害 に 強 い 国 土 づ く り へ の 提 言  

 多様な輸送モード間の連携やﾐｯ
ｼﾝｸﾞﾘﾝｸの解消等による広域交
通基盤の被災時の代替性・ 多重
性の確保にむけて、災害時の広
域交通基盤の機能評価を検討。 

 将来の人口減少等も踏まえ、
中長期的観点から人口や諸機
能を災害リスクのより低い地域
へ粘り強く誘導するための国
土利用の方向性及び誘導方
策の検討。 

災 害 に 強 い 国 土 構 造 へ の 再 構 築 に 関 す る 検 討 
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（２）防災国土づくりの推進

① 東北圏広域地方計画の見直し・推進
防災国土づくり委員会での取りまとめを踏まえ、災害に強い圏

域づくりに向けた課題等を緊急的に調査するとともに、東北圏全
体の復興に向けた将来ビジョンを早期に打ち出すため、東北圏の
広域地方計画の見直しを検討する。

② 広域地方計画の総点検〈防災国土づくり推進調査費（仮称）〉
防災国土づくり委員会でのとりまとめを踏まえ、東北圏以外の

圏域について、防災面等の取組を緊急的に調査し、新たな将来像
の検討や取組の見直しの必要性を早急に総点検する。

○ 東北圏広域地方計画の見直し・推進【復旧・復興枠】
６２百万円（皆増）

○ 広域地方計画の総点検〈防災国土づくり推進調査費（仮称）〉
８８百万円（皆増）

国土審議会の提言

全国的観点から将来ビジョンの見直し
が必要

総点検作業を通じて行う調査例

林業・製材業などの地場産業の
ポテンシャルを活かした再生可能
エネルギーの導入可能性調査

災害に強い国土・地域づくりのための今後
の国土政策のあり方の提言（H23.7)

各圏域を取り巻く状況の変化

震災のインパクトは、インフラ、産業、環境
など多方面に及び、また、被災地のみなら
ず全国に波及

広域地方計画策定時（H21.8)と状況が
大きく変化

調査を踏まえ、広域地方計画の改定に反映

ネットワークの代替性、多重性

大規模広域災害を想定し、施設
管理者、民間、自治体が連携した
災害時輸送計画の策定調査

災害に備えた協定のあり方

被災時の広域的な支援体制を
構築するために防災協定をはじ
めとした各種協定のあり方を調査

東 日 本 大 震 災 の 発 生

東北圏をはじめとする各圏域で、現在の広域地方計画の総点検を早急に実施

再生可能エネルギーの導入

調査を踏まえ、広域地方計画の改定に反映
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（３）条件不利地域の地域防災力の向上

① 地域防災力の向上に資する集落拠点整備
大規模災害時に孤立化しやすい条件不利地域の集落における様

々な公益サービス機能を維持確保する。このため、従来から実施
している廃校舎などの既存公共施設を公益サービスの集約化施設
などへの改修に加え、地域の拠点として避難所などの防災機能を
有する地域防災拠点施設への改修を行う。

② きめ細やかな豪雪地帯対策の推進
豪雪地帯対策を総合的・計画的に推進し、地域の発展と住民生

活向上を図るため、豪雪地帯の現状と課題の把握を行うとともに
各地域に適した克雪住宅整備と克雪体制を組み合わせた効果的な
雪処理方策について検討等を行い、取組を全国へ普及・展開する。

○ 地域防災力の向上に資する集落拠点整備（集落活性化推進事業）
３８２百万円（前年度 ３４０百万円）

○ きめ細やかな豪雪地帯対策の推進
２８百万円（前年度 ２４百万円）

地 域 防 災 力 の 向 上 に 資 す る 集 落 拠 点 整 備 （ 集 落 活 性 化 推 進 事 業 ）

 
 
 
 
 
 
 
 

        地域の創意工夫により、既存公共施設を活用した、公益サービスの集約化施設、地域産業施設又は地域間 
    交流施設等への改修及び災害発災時には住民の避難施設となるなど地域防災力の向上に役立つ拠点施設 
    の整備を支援。 
        （１） 対象地域：過疎、山村、半島、離島、豪雪の各法指定地域   （２）事業主体：市町村等 

人口減少・高齢化の進展が著しい集落 

住民＝住み続けたいとの意向 

全国の緊急的課題 

集落で現に住んでいる人の 
暮らしの安心・安定の確保 

自然災害への対応力の低下 
・ゲリラ豪雨等異常気象の増加 
・高齢・過疎化と市町村の目配り機能の低下 

基礎的な生活サービスの確保 持続的地域社会の成長実現 地域防災力の強化 

東日本大震災 

概  

要 

Ａ市
機能喪失を想定

従前の中心市街地 集落

廃校舎等の地
域防災拠点へ
の改修

山間地域等条件不利地域

近隣公共団体との
都市機能補完

  避難施設機能を強化した 
 地域拠点（食料保管スペ 
 ースや調理施設の付加等） 

l l 

改修前（議場） 改修後（集会施設） 改修前（保育室） 改修後（多目的室） 

○廃園舎を図書館及び放課後子ども教室に整備  ○支所庁舎の空きスペースを図書館及び集会施設に整備 

避難施設の例 機能イメージ 

事  

業  

例   
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２．国土政策の新たな担い手の育成・支援

（１）「新しい公共」の担い手による新たな地域づくり

① 地域づくり活動に係るコンテスト・助言指導及びファンド認定等
「新しい公共」の担い手による地域経営や地域課題解決などの

活動環境の整備を行うため、「新しい公共」の考え方による地域
づくりを「事業型」で行う活動に対して、各地方ブロック毎にコ
ンテスト・助言指導事業を実施する。また、「新しい公共」の活
動主体に対して投資又は融資を行うファンドの認定事業を実施
し、多様な主体による地域づくりを促す。

②「新しい公共」による地域づくり活動に係るプラットフォーム事業
条件不利地域等で寄付を集めて行う地域づくり活動等につい

て、寄付を集めやすくする環境を整備することにより、行政から
の公的資金による支援に依存した経営からの脱却を支援する。こ
のため、活動内容を審査・助言し優良な活動等を紹介する事業を
実施することにより、寄付を通じて民間資金が集まりやすくなる
スキームの構築を図る。

○ 地域づくり活動に係るコンテスト・助言指導及びファンド認定等
６０百万円（皆増）

○「新しい公共」による地域づくり活動に係るプラットフォーム事業
３０百万円（皆増）

「 新 し い 公 共 」 に よ る 地 域 づ く り 活 動 に 係 る プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 事 業

？ 

知識や経験の乏しい寄付者が、自分
の「思い」に合う寄付先を自力で見つけ
るのは難しい。 

寄付者 地域づくり活動団体 

既存のプラットフォームでは、各団体
の活動状況等の分析が不十分である
などの理由により、寄付者の「思い」に
合う団体を見つけるのは難しい。 

寄付者 
地域づくり活動団体 

寄付金プラットフォーム 

？ 

？ 

寄付者 
審査機能付き 

寄付金プラットフォーム 

活動内容の開示 
（ＨＰ公表・情報交換会等） 

審査済み 
地域づくり活動団体 

<プラットフォームの事業タイプ例> 
○寄付金を原資とした助成事業 
○受け取り先を特定した寄付を取り次ぐ 
  事業 
○上記事業を複数組み合わせた事業 等 

現状 

？ 

優良な地域づくり活動団体を全国的に紹介し寄付を募る 
プラットフォームを構築 信頼性・透明性・利便性の向上 

H25 

？ 
？ 

寄付者の「思い」と 
団体の活動がマッチング 

運営手数料の 
減免 

第三者機関 

プラットフォーム
への掲載 

助言・審査 

プラットフォームごとに 
有識者による第三者機関を設置 

H24 

意見の 
聴取 
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（２）官民連携主体による地域振興の推進

① 官民連携主体による事業環境整備の推進
官と民が自発的に連携し、その時々の課題を取り込みながら、

地域の活性化のための地域戦略策定（シンク）からその実施（ド
ゥ）まで一貫して担う「官民連携主体」の活動を加速させ、民間
の「アイデア（知恵）」及び「資金」を積極的に活用しつつ、広
域にわたる地域の活性化を推進する。

② 官民連携による基盤整備推進支援
官民が連携して策定する地域戦略に資する事業について、基盤

整備の構想段階から事業実施段階への円滑かつ速やかな移行を支
援する。

○ 官民連携主体による事業環境整備の推進
４０百万円（皆増）

○ 官民連携による基盤整備推進支援（公共事業関係費）
４００百万円（前年度 ４４５百万円）

官 民 連 携 主 体 に よ る 事 業 環 境 整 備 の 推 進
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３．離島など条件不利地域の振興支援

（１）離島振興

① 離島の流通効率化・コスト改善
流通の効率化に資する機材（コンテナ、冷凍冷蔵庫等）の導入

又は施設（倉庫、作業所等）の整備を支援するとともに、地方公
共団体が行う輸送コスト補助を支援することにより、本土との価
格差の是正、離島産品の売上高の増大を目指す。

② 離島振興特別事業（離島体験滞在交流促進事業）の実施
地方公共団体が実施する、国内外の地域との交流の促進に必要

な施設整備や交流事業等への支援を、引き続き現行離島振興計画
に基づき推進する。

○ 離島の流通効率化・コスト改善事業費交付金【日本再生重点化措置】
１，０００百万円（皆増）

○ 離島振興特別事業費補助金（離島体験滞在交流促進事業費補助金）
１７８百万円（前年度 １９８百万円）

【流通構造改善支援の流れ】 

国  地方公共団体  農協、漁協、NPO等     

国は「支援計画」が有効かつ効果的で 
あると判断出来る場合は交付金を交付 

【輸送コスト支援の流れ】 

  生産者、農協、漁協、加工業者、販売店等 

国 

 

地方公共団体 

 ・「支援計画」を策定 
・交付申請 

島内集配送の効率化 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

トラックを利用した 
集荷・配送 

保管 
（業務用冷凍庫） 

荷さばき・加工 
（ﾍﾞﾙﾄｺﾝﾍﾞｱ） 

離島の移入、移出品の集中管理による流通効率
化 （倉庫、冷凍庫等の多目的利用、機械（ﾌｫｰｸﾘ
ﾌﾄ）使用による作業の効率化） 

本 
土 

様々な貨物をｺﾝﾃﾅで大口 
化し、海上輸送を効率化 

冷凍ｺﾝﾃﾅ 

 ①流通構造改善への支援 
   海上輸送、保管、荷さばき、流通加工の過程で流通構造の改善に効果のある機材導入 
   又は施設整備を支援    

  ②輸送コストへの支援   
   輸送コスト補助を行う自治体への当該経費への支援  

■ 離島は本土からの隔絶性により、生活物資の移入や生産品の移出に関しては海上輸送 
       に要するコストがかかる。                        物価高や産業競争力の低下。 
■ 著しい人口減少や高齢化の進行と相まって、離島に住み続けていくことが厳しい状況。 
    ◆ 新たに流通構造の改善や輸送コストの支援の必要性が高まっている。◆ 

 

現状と課題 

事業内容 

離 島 の 流 通 効 率 化 ・ コ ス ト 改 善 事 業 費 交 付 金
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（２）奄美群島の振興開発
地理的不利性を克服できる産業である情報通信産業や豊かな自

然環境・伝統文化を活かした観光産業の振興、高付加価値型農業
の推進に向けた地域主体の取組を推進するための環境整備、それ
らを担う人材の育成等、ソフトとハードが一体となった総合的な
施策を展開し、奄美群島における自立的発展を推進する。

○ 奄美群島振興開発調査費等補助金
９５百万円（前年度 ８３百万円）

○ 奄美群島産業振興等補助金
５５６百万円（前年度 ３０４百万円）

 
 
 
・環境保全対策 
・水産・森林資源利用開発調査 
・エコツアーガイドの養成 
  

自然共生・活用支援 
 
・観光コーディネート組織の構築 
・観光ボランティアの育成 

観光分野支援 

 
 
・ＵＩＯターン者の移住支援 

定住促進支援 
  
 
・ハブ駆除対策、ハブ咬症対策 

生活安全対策支援 

奄美群島振興開発調査費等補助金（ソフト） 

 
・ＮＰＯ、自治会等の地域活性化 
 に向けた取組の支援 

地域の連携・協働支援 
 
 
・奄振事業の成果の総合調査 

基礎調査 

 
 
 

 

・ICTを活用した販路拡大 

・高度な技術力を身につけるための研修体制の充実 
 

地理的条件不利性を克服できる 
情 報 通 信 産 業 の 振 興 

情報分野 

奄美群島産業振興等補助金（ハード） 

観光分野 

・優れた自然特性を活かした魅力的な観光拠点整備や周辺 
 環境整備 

・「闘牛」等の伝統文化の保存継承と情報発信を行う観光 
 拠点整備 
 
 

島の自然・文化を活かした観光拠点整備等 

農業分野 

高 付 加 価 値 型 農 業 を 推 進 
す る た め の 施 設 整 備 等 

・農産物の高付加価値化を図る加工体制の整備 

・出荷品質の安定・ブランド化の推進 

ソフト・ハードを一体とし
た総合的施策の実施 

ソフト・ハードを一体とし
た総合的施策の実施 

定着可能な産業の振興  雇用機会の拡充 

高度な人材の育成  定着可能な産業の育成 
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（３）小笠原諸島の振興開発
世界自然遺産登録にふさわしい自然公園の整備をはじめとする

小笠原諸島の産業振興（農業・水産、観光振興分野）に資する事
業を重視し、その他生活環境施策等も含め、小笠原村の自立的発
展に向け、効率的かつ効果的な事業等支援を行っていく。

東日本大震災では、父島において最大1.8ｍの津波を観測し、
車両が水没する被害が発生したところであり、津波対策を「復旧
・復興枠」で要求する。

○ 小笠原諸島振興開発事業費補助【復旧・復興枠（６８０百万円）】
１，５４２百万円（前年度 １，２４０百万円）

○ 小笠原諸島振興開発費補助金
１１１百万円（前年度 １１８百万円）

小 笠 原 諸 島 の 自 立 的 発 展 に 向 け た 効 率 的 か つ 効 果 的 な 事 業 等 支 援

 

 

漁港施設の機能確保を図るための既設防波堤の改良（補強）・新設 

浄水場の高台移転 

小
笠
原
の
津
波
対
策 

通
常
枠 

復
旧
・復
興
枠 

  

小笠原諸島振興開発事業費補助（ハード） 小笠原諸島振興開発費補助金（ソフト）  

平成23年６月の世界自然遺産登録をふまえ、 
観光振興、産業振興などについて、より効果 
のある事業を重点的に支援 

 

父島浄水場 
（昭和45年建設） 

 

老朽化 
東南海・南海地震による浸水想定地域 

 

高台移転を
実施 

 

東日本大震災では、 
父島において 
最大１．８ｍの津波を観測 

車両が水没す
る被害が発生 

防波堤の改良（補
強）・新設を実施 

港湾整備 農業・水産業基盤整備 

農業・水産業振興 観光振興（自然公園） 

道路整備 生活環境施設等整備 

病害虫等防除 

診療所運営 

各種調査 
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４．長期を見据えた国土のあり方の展望等

（１）国土の長期展望と将来的課題の検討
人口、社会、経済、交通・情報、安全等の国土基盤、土地、水

その他の国土資源、都市・集落、環境・エネルギー等、分野横断
的な国土の長期展望と将来的課題の検討を行う。

（２）国土形成計画等の主要戦略の具体化
国土形成計画を総合的かつ効果的に推進するため、５つの戦略

的取組（①東アジアとの円滑な交流・連携、②持続可能な地域の
形成、③災害に強いしなやかな国土の形成、④美しい国土の管理
と継承、⑤「新たな公」を基軸とする地域づくり）等の内容を具
体化し、必要な制度的な検討を進める。

（３）国土形成計画等の進捗管理
最新の統計データ、意識調査等を用いた指標に基づくモニタリ

ング（進捗状況の把握）を実施し、その結果を国土形成計画に係
る法定政策レビューに反映する。

○ 国土の長期展望と将来的課題の検討
９２百万円（前年度 １１５百万円）

○ 国土形成計画等の主要戦略の具体化
５６百万円（前年度 ６６百万円）

国 土 の 長 期 展 望 と 将 来 的 課 題 の 検 討

 

 

21.6% 20.4% 24.4% 23.4% 8.3% 

増加 
(1.9%) 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

人口増減割合別の地点数 

居住地域の２割が無居住化 

【2005年を100とした場合の2050年の人口増減状況】 

１km２毎の地点数
を比べると・・・ 

人口が増加する地点はごく僅か 

６割以上（66.4％）の地点で現在の半分以下に人口が減少 

   50％以上75％未満減少 

凡例：2005年比での割合 

    75％以上100％未満減少 

   25％以上50％未満減少 

   0％以上25％未満減少 
   増加 

   無居住化（100％減少） 

無居住化 75%以上減少 50~75%減少 25~50%減少 

25%以下減少 

人口減少率 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

19.8  
22.9  

25.8  
30.2  

41.1  
48.0  

市区町村の人口規模別の人口減少率 

市区町村の
人口規模    ０ 

 

 
－１０ 
 

 
－２０ 
 

 
－３０ 
 

 
－４０ 
 

 
－５０ 

（%） 

政令指定都市等           10～30万人          1万～5万人  
30万人～         5～10万人      6,000～1万人  

全国平均の
減少率 
約25.5％ 

様々な観点から国土の動向を展望（例） 

 わが国では、人口減少の進行、急速な少子高齢化、世界的な経済環境の変化、気候変動など極めて大きな
転換点を迎えていることをふまえ、本調査は、2050年までのわが国の姿を展望し、国土の課題と対応について
検討する。 

２０５０年までの国土に関する展望の中で、将来の国土の姿、課題と対応について検討 
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５．新たな地理空間情報活用推進基本計画に基づく施策の展開

（１）地理空間情報の活用の推進
新たな地理空間情報活用推進基本計画（平成２３年度末策定予

定）に基づき、地理空間情報活用の促進と高度化を図るため、整
備・更新・提供・流通を促す仕組みやルールの整備を行うととも
に、人材育成や、新事業の創出・展開に向けたプロジェクトに取
り組む。

（２）国土情報整備の推進等
国土政策上の課題について科学的かつ客観的に分析するため、

それらに対応した国土に関する情報についてＧＩＳデータ整備等
を行う。また、国土調査法に基づき、土地の改変履歴、土地利用
変遷や災害履歴を明らかにする土地分類調査（土地履歴調査）等
を行う。

○ 地理空間情報の活用の推進
２４８百万円（前年度 ２７１百万円）

○ 国土情報整備の推進等
４２３百万円（前年度 ６００百万円）

地理空間情報の整備・更新・提供・流通に関するオープンなプラットフォームに関する検討 

地理空間情報に関するニーズ・提供手法の高度化や主体が多様化するなか、官民連携による、様々な社会的課題
等のＧＩＳにより見える化、情報共有、分析、協働などを可能とする環境（オープンなプラットフォーム）の整備を推進 
する。 

 
 

国・地方公共団体 被害情報、道路規制 
災害要援護者リスト 
ハザードマップ、 
統計データ 等 

 
 

民間企業 
・ライフライン企業 
 （電力・ガス・通信 他） 
・製造業（自動車 他） 
・物流業 
・施設管理会社 等 

被害情報、復旧情報 
通行実績、物流状況 
施設データ 等 

 
 

大学・研究機関 
 ・NPO・国民 

身近な被害情報 
各種生活関連 
（炊き出し、医療） 
等 ・各種災害対応機関 

・ソーシャルメディア 
 サービス会社  
 （ＳＮＳ、Ｔｗｉｔｔｅｒ 等） 

・空中写真（国） 
・被害エリア 
 （研究機関） 
・通行可能道路 
 （民間企業） 
・生活関連情報 
 （NPO、国民等） 

＜多様な主体による相互連携事例＞ 

多様な主体による課題 
の見える化、情報共有 

情報の体系化や官民共通のルール 
等が総合的・体系的に必要であり、 
国において環境整備を図る必要 

■環境実現のための課題 
 

 ○情報の速報性と信頼性 
 ○地図の著作権・データの再利用 
 ○個人情報・目的外利用の取扱い 
 ○提供・流通の継続性      等 

■環境実現による効果 
 
・インターネット上の環境での 
 情報の共有・集約が実現！ 
 
・国・地方公共団体・民間企業 
 ・国民等の連携により、 
 迅速な情報収集・統合集約、 
 的確な意思決定が可能に！ 
 
・鮮度が高く、より詳細な情報を 
 ＧＩＳにより国民向けに分かり 
 やすく提供することが可能に！ 
 
 
 
 
 
 
 

社会課題の解決（防災、まち 
づくり等）に向けた、官民連携 
による地理空間情報を活用 
した持続的かつ効率的な 
取組を推進 
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６．推進費

（１）災害対策等緊急事業推進費
自然災害により被災した地域又は重大な交通事故が発生した箇

所等において、再度災害の防止対策又は事故の再発防止対策を実
施し、住民及び利用者の安全・安心の確保を図る。

○ 災害対策等緊急事業推進費（公共事業関係費）
２４，３２６百万円（前年度 ２７，０２８百万円）

■ 災害対策

・浸水対策

・法面崩壊対策

■ 公共交通安全対策

・侵入防止対策

浸水被害を受けた河川で、直ちに河道拡幅等の工

事を実施し、次期出水期の洪水被害を回避

不法侵入の発生後、直ちに空港周囲の侵入防止

柵の補強工事を実施し、早急に不法侵入の再発

を防止

被災状況（洪水）

被災状況（がけ崩れ）

対策後

対策後

対策後（イメージ）

被災後直ちに浸

水対策、法面崩

壊対策など再度

災害防止のため

の対策等を実施

不法侵入防止強化

など公共交通の安

全を確保するため

の対策を実施

神戸空港で、車がフェンスを突き破って進入

道路法面の崩壊が発生した箇所で、直ちに法面

対策工事を実施し、速やかに交通の安全を図る。
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（２）再生可能エネルギー・減災社会実現に向けた社会資本整備事業
の推進
災害時に孤立するおそれのある地域等において、再生可能エネ

ルギー発電施設等の公共施設整備による減災社会の実現に向けた
調査・事業を推進する。

○ 再生可能エネルギー・減災社会実現に向けた社会資本整備事業の推進
（公共事業関係費）【日本再生重点化措置】

４，０００百万円（皆増）

７．その他

○ 首都機能の移転等に関する調査
２５百万円（前年度 ３９百万円）

○ むつ小川原開発の推進に関する調査
６百万円（前年度 ７百万円）

○ 国土計画に関する国際協力の推進
７８百万円（前年度 ７９百万円）

●災害時に孤立するおそれのある地域
では、減災対策として公共施設への再
生可能エネルギー施設導入の意向。

【計画段階】 【事業実施段階】
電力インフラの高機能化や
減災対策に資する計画

公共施設への再生可能エネルギー
システムの導入を支援

港湾河川
・太陽光発電施設等の設置
・蓄電池の設置等

【対象事業イメージ】

事業イメージ

支援措置（事業費）

公共施設民間施設

鉄道駅（ 駅舎・駐車場）

・太陽光発電、
蓄電池の設置
・ＬＥＤ照明の
設置

民間住宅

・太陽光発電、
蓄電池の設置
等

商業施設
（ ホテルの敷地）

・太陽光発電、蓄
電池の設置・電
気自動車充電設
備の整備等

その他の公共施設例

・海岸、空港、道路、農耕地、漁港、上下
水道 等

鉄道駅
（ 駅舎・駐車場）

・太陽光発電、蓄
電池の設置
・ＬＥＤ照明の設置

民間住宅

・太陽光発電、
蓄電池の設置
等

商業施設
（ ホテルの敷地）

・太陽光発電、蓄
電池の設置・電気
自動車充電設備
の整備等

都市公園

・風力
発電、
蓄電池
の設置
等

・太陽光発電
施設等の設
置

・蓄電池の設
置等

➢災害により、孤立集落発生のおそれ
➢住民等の生活、公共施設利用にも

電力は不可欠
➢再生可能エネルギー施設整備によ

る減災対策が必要

【問題意識】

現状・課題

●公共施設への再生可能エネルギー施
設の導入は、コスト等の課題により、

大きな広がりを見せていない。

◇再生可能エネルギー利用を含む減災
計画等がまとまった地域においては、
先進的に公共施設への再生可能エ
ネルギー施設の導入を支援。

支援措置（調査費）

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー ・ 減 災 社 会 実 現 に 向 け た 社 会 資 本 整 備 事 業 の 推 進


